
県勢要覧
財政・県民経済計算・公務員

（4） 県    内    総    生    産（実質：連鎖方式）
（単位　100万円） 平成12暦年基準

区　　　　　　　分 平　成　15　年　度 平　成　16　年　度
実　　　数 増加率 構成比 実　　　数 増加率 構成比

％ ％ ％ ％
19,823,384 3.3 100.0 20,389,335 2.9 100.0

17,835,156 3.1 90.0 18,294,260 2.6 89.7
249,006 -2.2 1.3 256,449 3.0 1.3
11,849 15.2 0.1 11,557 -2.5 0.1
25,208 -9.5 0.1 26,694 5.9 0.1
35,467 17.6 0.2 29,100 -18.0 0.1

3,676,715 6.4 18.5 3,920,820 6.6 19.2
994,830 -2.1 5.0 1,066,222 7.2 5.2
793,507 8.0 4.0 780,165 -1.7 3.8

2,064,814 -3.3 10.4 2,016,185 -2.4 9.9
932,080 2.6 4.7 948,666 1.8 4.7

3,179,445 6.5 16.0 3,198,200 0.6 15.7
1,687,621 -1.2 8.5 1,802,691 6.8 8.8
4,178,441 3.4 21.1 4,228,480 1.2 20.7
2,290,798 2.7 11.6 2,361,123 3.1 11.6
261,340 0.2 1.3 260,995 -0.1 1.3
759,059 1.8 3.8 788,788 3.9 3.9

1,270,380 3.7 6.4 1,311,264 3.2 6.4
　対家計民間非営利サービス生産者 342,610 1.2 1.7 378,097 10.4 1.9

342,610 1.2 1.7 378,097 10.4 1.9
153,792 6.0 0.8 155,719 1.3 0.8
113,657 -0.9 0.6 126,094 10.9 0.6
685,729 -4.2 3.5 673,691 -1.8 3.3

413 - - -80 - -
(注1)

(注2)

輸入品に課せられる税・関税

開 差

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

（ 控 除 ） 帰 属 利 子

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業
サ ー ビ ス 業
公 務

サ ー ビ ス 業

金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
運 輸 ・ 通 信 業
サ ー ビ ス 業

製 造 業
建 設 業
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業
卸 売 ・ 小 売 業

　平成１６年度推計分から生産系列において、実質化を行うこととなりました。（名目値には、物価変動
による金額の増減が含まれており、実質化というのは、その物価変動分を取り除くことをいいます。）
 実質化には、連鎖方式を使用し、基準年は平成１２暦年となっています。

　連鎖方式というのは、固定基準年方式と違い、基準とする年（参照年）を対象年の前年とするため、参
照年が毎年変わる形となります。
　特徴として、
１・固定基準年方式だと基準年から離れるほど生じる乖離が、連鎖方式では生じにくい点
２・各項目の小計と合計が一致しない（差額を開差としています）点、が上げられます。

（控 除）総資本形成に係る消費税

県 内 総 生 産

産 業
農 業
林 業
水 産 業
鉱 業

区　　　　　　　分 単 位 平成12年度平成13年度平成14年度平成15年度平成16年度

％ 1.5 -3.3 -0.4 2.3 1.9

〃 3.1 -2.3 1.1 3.3 2.9

百万円 3,759 3,635 3,621 3,703 3,775

千円 3,066 2,921 2,855 2,892 2,976

〃 5,191 5,080 4,996 4,968 5,059

〃 2,050 1,985 2,008 2,015 2,045

(名目)

〃 2,057 2,024 2,069 2,122 2,163

(実質)

〃 2,020 1,952 1,975 1,981 2,009
支出（名目）　　　　　

〃 2,027 1,992 2,035 2,086 2,124

支出（実質）　　　　　

(注1)１人当たり県民所得：県民分配所得（雇用者所得、財産所得、企業所得）を県総人口で除し
     たもので、個人の収入を表すものではありません。
(注2)１人当たり雇用者所得：賃金・俸給、社会保障雇主負担、その他の雇主負担の計を雇用者数
     で除したものです。
(注3）県総人口：国勢調査人口（国勢調査未実施年は、各年１０月１日現在の総務省推計人口）
(注4)県内就業者数：県民就業者数＋（昼間流入就業者数－昼間流出就業者数）

（５）県  民  経  済  計  算  関  連  指  標

１ k㎡ 当 たり県 内総 生産

１ 人 当 た り 県 民 所 得

１ 人 当 た り 雇 用 者 所 得

名 目 経 済 成 長 率

実 質 経 済 成 長 率

１人当たり家計最終消費

1人当たり民間最終消費支出

１人当たり家計最終消費

1人当たり民間最終消費支出


